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はじめに  

目的 

本書は、テレワーク導入時に検討すべきネットワーク及び各種ツール（ソフトウェア・サービス等）をテレワーク推進担

当者に対して提示することを目的としている。 

本書のご利用にあたっては、次の点に留意し、必ず最新の情報を確認いただきたい。 

 仕様・価格等については、2026年 3月末時点の公式サイト等で確認できた情報を元に記載している。 

 価格は原則税抜きで表示している。一部税込み表記も含まれる。 

 月額等の最低価格は年払いを月額換算したものも含まれます。 

 多数のツールの中から、区分ごとに一部のプランを例として取りあげている。 

 各ツールの備える様々な機能のうち、区分の内容に沿った一部の機能のみを紹介している。 

 

テレワーク環境を構築するためのツールと区分  

本書では、テレワーク環境を構築するためのツール等について、以下の区分に沿って記載する。 

 システム方式（データやソフトウェアへの接続方式等）, モバイルテレワークツール 

 コミュニケーションツール（メール・チャット・会議システム・情報共有ツール・電話応対支援ツール等） 

 管理ツール（勤怠管理ツール・在席管理ツール・業務管理ツール・ペーパーレス化ツール等） 
 

本書の読み方  

本書は、テレワーク形態として、以下を記載している。 

在宅勤務： 所属する勤務先から離れて、自宅を就業場所とする働き方である。 

モバイルワーク： 移動中（交通機関の車内など）や顧客先、カフェなどを就業場所とする働き方である。 

サテライト勤務： 勤務先以外の他の事業所にあるオフィス（スポットオフィス）や遠隔勤務用の施設（サテライトオフィ

ス、コワーキングスペース）を就業場所とする働き方である。サテライトオフィスには自社専用利用

型や複数社共用利用型（シェアオフィス）がある。 
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前提となる ICT 環境 

接続回線 

回線選択とセキュリティ 

事業所からのインターネット接続に関しては、光ファイバー等の固定ブロードバンド回線が一般的だが、モバイルルー

タ等活用による無線ブロードバンド接続も検討可能（後述）。VPN※接続を行う場合や、社内にサーバを設置する場合

には、固定 IPアドレスの利用が可能で、安定性の面で優れている光ファイバー回線が利用されることが多い。 

なお、社外にある PC等の端末を、VPNを用いて社内の LANに直接接続するのは、セキュリティ上リスクがある。 

事業所間接続 

事業所間の接続では、専用線、閉域網（IP-VPN・広域イーサネット）もしくはインターネット VPN接続が用いられる。ま

た、テレワークの拡がりも踏まえ企業でのクラウドサービス活用が増えるにつれて、より柔軟なネットワーク設定をユーザ

自らがソフトウェアツール経由で出来る SD-WAN(Software Defined Wide Area Network)や、NaaS (Network as a 

Service)などの活用も増加している。 

様々なサイバー攻撃の可能性に対応したセキュリティの考え方である、ゼロトラストアーキテクチャー（P15）の拡がり

により、ネットワーク環境整備とセキュリティ環境整備を一体で実施する考え方が浸透している。また、セキュリティを担

保しつつインターネットへの通信をより円滑化し、事業所間接続のネットワーク利活用環境全体を最適化する仕組みも

広がっている。選定に当たっては、こうした要素も考慮したい。 

 

無線接続 

無線接続では、「携帯電話等を利用したテザリング※」「モバイルWi-Fiルータ」「データ通信 SIMカード」等の方法

が主に利用されている。 

携帯電話契約がある場合は、テザリングが利用できないかを検討する。複数台での接続や端末にSIMスロットがない場合

は、「モバイルWi-Fiルータ」を使用できないかを検討し、PC1台のみであれば「データ通信 SIMカード」の利用も検討する。

月額数千円程度での利用が可能。 

なお、携帯電話回線を利用しないWi-Fiのみでの接続であれば、通信可能な場所が駅等の特定の場所に限定される

が、月額数百円程度での利用が可能なサービスもある。 

無料で使えるWi-Fiサービスも普及しつつあるが、通信が暗号化されていない場合とWEP方式の場合はデータ漏

洩の危険性が高いため、利用しないことが望ましい。その他、主なWi-Fiでの暗号化にはWPA方式とWPA2方式、WPA3

方式の 3つの方式があるが、セキュリティがより強固なWPA3方式のWi-Fiサービスを使用することが望ましい。 

※ VPN（Virtual Private Network）とは、インターネット等の公衆回線網上で、認証技術や暗号化等の技術を利用し、仮想的な専用線環境を構築する仕組

み・技術を指す。 

※ テザリングとは、スマートフォン等を介してPCなどをインターネットに接続させる機能を指す。 
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利用端末 

会社支給 PC 

（１）ファットクライアント 

Windows、Mac、Linuxなどの一般的な PC端末を指している。 

PC内の記憶装置にあたる HDD（ハードディスク）や SSD（ソリッドステートドライブ）に業務データを保存しているこ

とが多いため、端末紛失時の対策を行う必要がある。 

詳しくは、「   セキュリティ」の項目（次頁）を参照。 

（２）シンクライアント（VDI） 

システム方式として仮想デスクトップ方式(P11参照)を採用した場合に使用する。「仮想デスクトップ方式」のシステム導

入提案の際に、シンクライアント端末の提案も同時に行われることが一般的であり、ここでは特に比較は行わない。ノート

型、デスクトップ型など様々な製品が販売されている。 

ハードディスク非搭載の製品もあり、端末紛失時のデータ漏洩のリスクはきわめて低い。 

（３）セキュア FAT 

シンクライアント(VDI)の利用では、業務効率維持のために常時充実したネットワーク接続環境が必須となってしまう

こと、更に、テレワークとオフィスというハイブリッドな働き方が浸透していることなどから、これらに対応する形で、場所を

問わず持ち運び時を含めたセキュリティを強化した、ファットクライアントベースの端末ソリューションが広まりつつある。 

 

 

BYOD 

BYODとは Bring Your Own Device（自分のデバイスを持ち込む）の略で、社員が個人として所有しているスマートフォンや

PC等の情報端末を業務に使用することを意味している。 

使用にあたっては、データ領域を業務用と個人用に区分し、端末紛失時に、業務用のデータ領域を削除するサービスも出て

いる。詳しくは、「セキュリティ」の項目（次頁）を参照。 
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セキュリティ 

セキュリティについては、各製品・サービスで個別の対策が取られている。以下図表では、テレワーク関連で意識す

る必要があるセキュリティ対策について取りあげている。 

在宅勤務での家族による使用防止等の用途では、下表 No1で取りあげた多要素認証の導入を検討する。 

PCを持ち歩く場合は、紛失対策として下表 No2に取りあげた HDDや SSDの暗号化を検討する。ただし、HDD暗号化

はファイルそのものの暗号化はしていないので、PC起動後は、スリープ解除の認証強化と合わせた対策が必要。 

スマートフォンやタブレットからの情報流出等が懸念される場合には、下表 No3に示した、セキュアブラウザを利用す

るか、セキュアコンテナの実施が可能なツールの導入を検討する。 

その他、端末の健康状態を維持するために、下表 No4～5も併せて導入を検討する。 

図表 セキュリティ対策 

No ツール 概要 TW形態 製品例 

1 
端末へのログイ

ン認証 

記憶情報、所持情報、生体情報のうち 2つ以

上の要素を組み合わせた多要素認証が望まし

い。指紋認証/顔認証付きのノート PCは多く

の製品が販売されており、PC起動時やスリー

プ解除時の認証等に利用できる。 

在宅勤務 
多くのメーカから、指紋認証/顔認証付き

の PCが発売されているため割愛する。 

2 HDD/SSD暗号化 

ノート PCを紛失した場合の対策として、HDD

や SSDの暗号化をすることが可能。 

暗号化していない場合は、PCのドライブを取

り出し、容易にデータを読み出される。 

Windowsでは BitLockerもしくは EFS の機能

で、Macでは、FileVaultの機能で HDDの暗号

化が可能。 

モバイル 

NEC、Lenovo、富士通、東芝、DELL、 HP、

Panasonic等から発売されている セキュ

リティチップを内蔵したノート PCでは、

チップの機能により、暗号化が可能。 

3 
セキュアブラウ

ザ/コンテナ 

モバイル環境では、機器の紛失や盗難などリ

スクが大きいので、「セキュアブラウザ」

や、「セキュアコンテナ」と呼ばれるツール

の導入を検討する。詳しくは P25以降「安全

なモバイルテレワークツール」参照 

すべて 
「安全なモバイルテレワークツール」

（P25～）の項を参照 

4 
マルウェア対策

ソフト 

最新のサイバー攻撃に対応するためには、定

義ファイル型のレガシーツールから、次世代

型のアンチマルウェアや、発症防止型、有事

の対応含めた EDRの検討が望ましい。 

すべて 

Windowsでは、組み込みの Defenderの利

用が可能。 

次世代型：Deep Instinctなど 

防止型：AppGuard 

EDR： CrowdStrike、Trend Vision One–

Endpoint Securityなど 

不正侵入防御：NetStableなど 

5 資産管理ツール 

端末の利用状況、OSアップデート等の健康状

態をリモートでも一括管理できる。端末数が

30以上であれば検討する。 

すべて 
SKYSEA Client View、ISM Cloud Oneなど 

Apple製品特化型では、Jamf Pro  

6 
情報漏洩対策付

き USBメモリ 

USBメモリでは、暗号化機能、パスワードロ

ック機能、マルウェアチェック機能を備えた

製品がある。USBメモリの使用を許可する場

合は、これらの機能を備えた製品を使用する

のが望ましいが、紛失リスクが高いため使用

禁止とする企業が多い。 

モバイル 普及商品のため、省略する。 

https://www.deepinstinct.com/ja
https://www.appguard.co.jp/products
https://www.crowdstrike.com/ja-jp/
https://www.trendmicro.com/ja_jp/business/products/endpoint-security.html
https://www.trendmicro.com/ja_jp/business/products/endpoint-security.html
https://www.mcsecurity.co.jp/ips/
https://www.skyseaclientview.net/cloud/
https://ismcloudone.com/
https://www.jamf.com/ja/products/jamf-pro/
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テレワーク環境  

テレワークハードウェア環境 

（１） 在宅テレワークの場合 （あるいはサテライトオフィスの場合） 

自宅やサテライトオフィスなど本格的にテレワークする環境では、インターネットに繋がった PCが必須である。さらに、ネッ

ト接続は光ファイバーなどの高速大容量な通信環境が望ましい。 

利用する PCは、 

 会社支給の PC（持ち出すならシンクライアントまたはセキュア FATが望ましい） 

 BYOD（個人が所有し家庭で利用している PC） 

 レンタル PC（サテライトオフィスなどの共用 PC） 

など、いろいろな可能性があるが、システム方式（P8以降参照）に依存する。共用レンタル PCは、セキュリティリス

クも高いため、業務利用は避けたい。 

（２） モバイルテレワークの場合 

移動中や出先でのモバイルテレワークで用いるデバイスは、スマートフォンが標準である。スマートフォンでは、画面の

大きさなどの制約で、通常、使えるアプリが限定されるが、メールチェック、スケジュール確認、チャットなどは、スマホでも

十分可能である。 

タブレットは、スマホより画面が大きいので、使い勝手は良い。（Web会議やリモートデスクトップなどをスマホで実行

している例もある）タブレットなら、資料作成や業務アプリでの簡単な処理が可能だが、軽量のノート PCも普及してお

り、業務の内容によって使い分けたい。 

テレワークソフトウェア環境 

（１） テレワーク中に必要なソフト 

テレワーク中に必要なソフトウェアとして以下のものが挙げられる。 

 業務ソフトウェア 

 コミュニケーションツール            （詳しくは、P16以降を参照） 

 管理ツール                         （詳しくは P20以降を参照） 

（２） 業務ソフトウェアの利用環境 

いつも社内で使っている業務ソフトを、テレワーク環境で外部から使う必要がある。 

業務ソフトウェアを「どの（どこの）PCで実行するか」で、業務ソフトウェアの環境設定方法が異なる。以下の３つに分類される。 

 社内の PCを外部の PCからリモートログイン（画面転送）する方式 

   業務ソフトウェアは社内の PCで実行するので、外部の PCにインストールする必要はない。 

 社内の業務をクラウドサービス化して、外部でもクラウドを用いる方式 

   処理はクラウドサーバ側で実行するので、外部の PCにインストールする必要はない。 

 外部の PCで業務ソフトウェアを実行する方式 

   この場合は、自宅などの外部の PCに、業務ソフトウェアをインストールする必要がある。また、業務ファ 

   イルも外部に持ち出す必要があるので、セキュリティ上のリスクがある。別途、「安全にファイル 

   を持ち出す方式」（P13）の検討を行うなどして、セキュリティリスクを回避することが望ましい。 

 

なお、会社の PCを持ち出して、さらに外部から VPNで社内 LANに直接接続する方法は、セキュリティを十分注意

する必要がある。
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テレワークに伴うリスクの分類と対処方法 

（１） テレワークによって発生するリスク 

総務省より、「テレワークセキュリティガイドライン」ならびに「中小企業等担当者向けテレワークセキュリティの手引き

（チェックリスト）」が示されている。詳細は、こちら総務省 HPを参照してほしい。 

なお、どの組織にも当てはまり得る代表的なリスクとして、以下の二つがある： 

<持ち出しリスク> 

情報を外部に持ち出すことによって生じるリスク。情報漏洩、情報紛失、など。 

<接続リスク> 

社内の環境と外部のテレワーク環境とを接続するリスク。 

直接のネットワーク接続だけでなく、持ち出しした PCを再び社内ネットワークに再接続するリスクもある。マルウェア

感染、外部からの攻撃など。 

（２） リスクの対処方法 

<持ち出しリスクへの対処方法> 

ファイルを持ち出さない方法 

 ファイルを持ち出さないので、リスクはない。 

 リモートログイン（画面転送方式）など 

安全にファイルを持ち出す方法 

 ファイルを限定した場所と時間でのみ持ち出しし、速やかに消去することで安全を確保する。 

 分散暗号化技術で分割し、断片が揃わないと復号化できないことで、通常の暗号化より強化する。 

 セキュアブラウザ/コンテナ、データレス PC、法人向けファイル共有サービス、秘密分散技術、など 

<接続リスクへの対処方法> 

閉域接続網に限定して接続する方法 

 テレワーク環境をインターネットと分離する。 極めて厳格な場合に適用する。 

特定通信に限定する方法 

 信頼できる特定のサイトとのみインターネット接続する。 

 例えば特定サイト（サービスサーバ）経由での画面転送接続。 

社外の PCを VPNで直接社内 LANに接続するのは、接続リスクが大きい。 

 社外 PCのセキュリティを厳格に管理する必要がある。 

社外に一度持ち出した PCは汚染した可能性があるので、安易に社内のネットワークに再接続しない。 

 検疫ネットワーク等で確認してから、社内ネットワークに接続する。 

（３） リスクの考え方 

次節のシステム方式（P８以降）は、リスクへの対処レベルに応じた分類になっている。それぞれ必要な対処に応じた

方式を選択する。 

一般にリスクは、特定の担当者や特定の対策を実施するだけで対応できるものではなく、企業等の組織全体で適切

な役割分担を行いながら、複数の対策を重層的に採ることが必要となる。また、取り扱う情報の機密性や重要性が高

い場合等は、リスクマネジメントを適切に行い、それらに必要なセキュリティ対策を十分に検討し実装することが重要で

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/telework/


 

7 
 

ある。更に、業界標準（業界ガイドライン）等において厳格なセキュリティ対策を求められている場合は、それも十分に参

照することが必要である。 

リスクを十分意識して業務を遂行することは常に必要だが、扱う業務ファイルが秘密情報を含まない範囲に限定す

る、あるいは社員のセキュリティスキルを常に高める、などによって、セキュリティとシステムの使い勝手を両立させてゆ

き、生産性を上げていくことが、必要である。 
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テレワーク関連ツールの特徴比較 

システム方式 

以下図表では、データやソフトウェアにネットワーク経由で接続する代表的な方式について 5つに区分して記載してい

る。 1～5のいずれの方式で接続するかについては、テレワークの形態や社内の業務システムの形態、セキュリティポリシー

に沿って検討する。 例えば、在宅でのテレワークでは、「リモートデスクトップ方式」により社内サーバに接続し、併せて「クラウドア

プリ利用方式」で提供されるグループウェアを利用すること等を検討する。 

図表 システム方式 

No ツール 概要 TW形態 製品例 

1 

リモート 

デスクトップ 

方式 

社内の通常の PCに外部の PC等からリモートログインする方式（画

面転送）。 

処理は社内の PCで実行される。 

社内の PCにソフトウェアを導入することで実現が可能であり、仮

想デスクトップ方式と比較して、導入までの障壁が少ない。 

既存の PCやタブレットを流用することで 1台あたり月額 800円～

1,500円程度のコストで、導入も容易。 

すべて 

タブレット

やスマホ か

らの接続・

利用も可

能。 

Ｐ９～１０参照 

2 

仮想 

デスクトップ 

方式 

サーバ/クラウド内の仮想 PCにリモートログインする方式（画面

転送）。処理は仮想 PCで実行される。新規システムの導入とな

り、計画的な取り組みが必要となる。 

サーバ/クラウド側で PCの一元管理を重視する場合には導入を検

討する。 

すべて Ｐ１１参照 

3 

クラウド 

アプリ 

利用方式 

業務システムが SaaSや PaaSで構築されている場合にブラウザアク

セスのみで処理を行う方式。 

但し、多くのシステムではファイルのダウンロード機能があり、

ブラウザのキャッシュも残ることから、PC紛失時の対策は必須と

なる。 

すべて Ｐ１２参照 

4 
安全ファイル持

ち出し方式 

業務ファイルを外部 PCに安全に持ち出して処理を行う方式。 

処理は外部 PCで実行されるが、業務ファイルは、外部 PCのメモ

リ等に展開するだけで、終了時は 安全な場所に書き戻す、ある

いは秘密分散暗号化等を用いることで、安全性が高い。 

すべて Ｐ１３参照 

5 

ファイル 

持ち出し方式 

（VPN接続） 

社内で使用している PCやタブレットを社外に持ち出す、あるいは、

クラウドストレージや VPNを用いて、社外の PC等に業務ファイル等

をダウンロードして社外の PCで業務アプリを実行する。 

使い慣れた端末の利用が可能。社内 LANへの不正侵入対策や、PC紛

失時のデータ漏洩対策等を慎重に行う必要がある。 

すべて Ｐ１４～１５参照 
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リモートデスクトップ方式 

リモートデスクトップ方式のサービスでは、接続を認証するサーバが必要であり、サービスが使用できない場合に損

失する時間・人件費等を勘案すれば、特にサーバの稼動・安定性を重視する必要がある。リモートWOL機能※を利用

した場合、社内 PCへの電源投入を外部から可能にし、電気代を節約できる。その他、それぞれの価格・特徴・試用時

の画面更新スピード等を検討して選択を行う。※リモートWOL（Wake-On-LAN）機能とは、ネットワーク経由での PCの電源投入機能。 

 

図表 A リモートデスクトップの仕組み 

 

 

図表 B リモートデスクトップ方式の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
magic 

Connect 

NTTテクノクロ

ス㈱ 

USB型、アプリ型、アプリ型ライト、と使用環境に

合わせたラインナップあり。 

初期 5,000～円、 

年額 14,400～円 

2 

Splashtop 

Business 

Pro 

スプラッシュ

トップ㈱ 

（NTTドコモ

ビジネス提

供） 

画面を高速に動画配信する技術を採用。但し本プラ

ンは 30フレーム/秒。 

MacOS対応、リモートマイク、マルチモニタ、GPU

エンコードは上位プランのみ 

年額 15,000円～/アカウント

（５アカウントより利用可） 

3 Remote View 

RSUPPORT㈱ 国内外問わずグローバルに、各種遠隔制御に対

応。二段階認証（OTP）にも対応。 

電源管理可能な RemoteWOLは別売 36,000円 

月額プラン 1,250 ～円 / 月 

年額プラン 13,500 ～円 / 年 

4 DoMobile 

㈱日立ソリュ

ーション

ズ・クリエ

イト 

強固なセキュリティに加えて導入の容易性を兼ね備

えている。Web会議は音声のみ 

電源管理時には別途 WOLサーバ要 

遠隔による画面ロック・BlackOutも可能。 

認証：デジタル証明書・ワンタイムパスワード 

（ASPサービス） 

初期：12,000円＋ 1,200円×

ユーザ数 

年額：21,600円/ユーザ 

5 

CACHATTO 

One  

リモートデ

スクトップ 

e-Janネット

ワークス㈱ 

専用コネクタを社内 LANにつなぐだけで導入完了。

Webブラウザからアクセスするので、USBの利用や新

たなアプリのインストールは不要 

基本利用料 12万円/年 

36,000円/利用 10ユーザ/年

96,000円/同時接続 10ユーザ

/年 の組み合わせ 

https://www.magicconnect.net/
https://www.magicconnect.net/
https://www.ntt.com/business/services/splashtop_pro.html
https://www.ntt.com/business/services/splashtop_pro.html
https://www.ntt.com/business/services/splashtop_pro.html
https://content.rview.com/ja/product/remoteview/
https://www.hitachi-solutions-create.co.jp/solution/domobile_asp/
https://www.cachatto.jp/crd/
https://www.cachatto.jp/crd/
https://www.cachatto.jp/crd/
https://www.cachatto.jp/crd/
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6 
alpha 

Teleworker 

㈱アルファシ

ステムズ 

専用の DVD/USBメモリを使用したクライアント起動

方式（BYOD（自宅 PC）でも安全に利用可能）。VPN

を経由して社内 PCへリモートデスクトップ接続を

実現。 Web会議機能も保有。 

450,000円/同時接続 10ユー

ザ(永久ライセンス) 

年額サポートライセンス：上

記の 20%  

※ボリュームディスカウント

有 

https://www.alpha.co.jp/biz/products/teleworker/
https://www.alpha.co.jp/biz/products/teleworker/
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仮想デスクトップ方式 

仮想デスクトップ方式については、従業員人数分の数十人、数百人単位で導入し、業務中のサーバ停止が多額の損

失に繋がりかねないこともあり、導入コストは高額になるケースもある。 

  従って、導入を手がける SIベンダー等に対して、見積りやデモンストレーションを依頼し、処理スピードや導入料金・

ライセンス料、継続してシステムを稼働させる能力・対策等を比較して導入を検討する。 

クラウドサービスの広がりにより、大手クラウドサービスから直接提供されるサービス（Azure Virtual Desktop、

Amazon Web Service、Google Cloud）、もしくはこれらの基盤を活用してサードパーティーにより提供されるサービス

が主流になりつつある。 

また、オンプレミス型の低価格の仮想デスクトップとして、SKYDIV Desktop Clientなどもある。 

 

図表 A 仮想デスクトップの仕組み 

 

 

図表 B リモートデスクトップ方式の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 Grooow 

㈱コミット 会社の業務環境をクラウド上に構築。イ

ンターネット接続による手軽なテレワー

ク環境の実現。内部漏洩を含む各種セキ

ュリティ対策と BCP基盤の構築が可能。 

要相談 

2 IGEL 

㈱Welfeed 特定メーカの環境に依存せず、世界中ど

こでも設定情報配信可能。社内サーバを

通す必要のないパケットは自宅から直接

インターネットサービスに逃がす機能も

保有。 

要相談 

 

  

https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/virtual-desktop/
https://aws.amazon.com/jp/what-is/vdi/
https://cloud.google.com/solutions/virtual-desktops?hl=ja
https://www.skydiv.jp/
https://www.comit.co.jp/grooow/
https://www.welfeed.co.jp/igelos
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クラウド型アプリ方式 

外部業者の提供するサーバ及びソフトウェアをインターネット経由で利用する方式。後述するグループウェアや会議シ

ステム等の製品の多くは、この方式で提供される。 

何も設定されていない場合は、インターネットに接続できる端末であれば直接アクセス可能だが、IPアドレス制限やデ

ジタル証明書等で端末制限をかけることも可能。特に重要なデータがクラウド型である場合や、複数のクラウド型アプリの

一元管理をしたい場合は、CloudGateUNO（㈱インターナショナルシステムリサーチ）等のサービス利用を検討する。 

なお、グループウェアや会議システム等については、労務管理ツールやコミュニケーションツールとして別途取りあげている

ため、ここでは記載しない。 

図表 クラウド型アプリ方式の仕組み 

https://www.cloudgate.jp/lineup/uno
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安全にファイルを持ち出す方式 

業務ファイルを外部の PCに持ち出して、業務アプリも外部の PCで実行するが、安全のために、業務ファイルは外部

PCのメモリや一時ファイルの特定エリアに展開するだけに留め、終了時には元の安全な場所に書き戻し、外部 PC上

は全てを削除する。セキュアブラウザ/コンテナ、データレス PC、法人向けファイル共有サービス などがこれに相当する。 

セキュアブラウザ/コンテナについては、「安全なモバイルテレワークツール」（P２５～）の項目を参照。また、暗号化や

秘密分散技術により、安全に持ち出す方式もある。 

図表Ａ 安全持ち出し方式の仕組み 

 

 

図表Ｂ 安全持ち出し方式の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 

CACHATTO One 

セキュアコンテナ 

AD 

e-Janネットワ

ークス ㈱ 

外部領域からのアクセスを制限したセキュアな

業務領域を生成し、専用 VPN接続にて社内業務シ

ステムや Microsoft 365などのクラウドサービ

スへのアクセスができる。サインアウト時に領

域内データは自動消去される。 

サービス基本利用料 

120,000円/年 

ユーザライセンス（接続ライセ

ンス同梱プラン） 

120,000円/年・10ユーザ 

2 
Soliton 

Secure WorkSpace 

㈱ソリトンシス

テムズ 

端末上に安全な「保護領域」を作り、その中で

ファイルの編集などのアプリを起動する。編集

したファイルは会社のサーバへ保存する。

Microsoft365などが利用可能。 

ユーザライセンス 

月額 1,000～円/ユーザ 

3 
Flex Work Place 

Passage 

横河レンタ•

リース㈱ 

デバイスからユーザデータを分離する「データ

レスPC」。PCのローカルキャッシュデータは

自動的に削除される。 

OneDrive連携版の Passage Driveもあり。 

レンタル：  

月 860円/ユーザ 

購入（初年度最小構成）：

473,440円+15,480円/ユーザ 

4 ZENMU for PC 

㈱ ZenmuTech 秘密分散技術の１つ AONT(All-or-Nothing 

Transform)方式を用いて分散管理する。これによ

りデータの「無意味化」がなされ、通常の暗号化よ

りさらに安全にファイルを持ち出しせる。 

要問合せ 

5 V-Recover 

㈱アルファシ

ステムズ 

PCを再起動/シャットダウンすると、利用前の

環境に復元。ブラウザの閲覧履歴など貸出

PC・持出 PCにユーザのデータを残さないよう

運用可能。自動で削除。常に最新のセキュリテ

ィアップデートで利用可能。 

V-Recoverライセンス 

6,800円/台（10ライセンス～） 

サポートライセンス 

1,500円/年（同上、初年度必

須） 

https://www.cachatto.jp/cscad/
https://www.cachatto.jp/cscad/
https://www.cachatto.jp/cscad/
https://www.soliton.co.jp/products/ssw/
https://www.soliton.co.jp/products/ssw/
https://www.yrl.com/fwp/overview/passage/
https://www.yrl.com/fwp/overview/passage/
https://zenmutech.com/zenmu-for-pc/
https://www.alpha.co.jp/biz/products/education/v-recover/
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ファイル持ち出し方式 (VPN（仮想専用通信網）接続) 

社内で使用している PCやタブレットを社外に持ち出す、あるいは、クラウドストレージや VPNを用いて、社外の PC

等に業務ファイル等をダウンロードして社外の PCで業務アプリを実行する方式。使い慣れた端末の利用が可能。 

外部に持ち出された端末がマルウェアに感染し、それを社内に再び持ち込む場合、全ての社内端末にマルウェアが

広がる危険性があるため、慎重な対策が必要である。また、PC紛失時の対策も行う必要がある。 

VPNは、安全で安価な通信路である。下表 Bに製品例を示す。サテライトオフィスの設置時には拠点間通信に VPN

の利用を検討する。しかし、社外の PC等を、VPNを用いて社内の LANに直接接続するのは、セキュリティ上のリスク

がある。また、近年 VPN機器の脆弱性を狙ったサイバー攻撃が増えているため、機器の脆弱性対策は必須となる。 

クラウドストレージ（Dropbox、Google ドライブ、Box、OneDrive、SharePoint等）や VPNを用いて、ファイルを社外

の PC等に持ち出す場合は、安全ファイル持ち出し方式（P１３）の併用も検討可能。 

図表 A  ファイル持ち出し方式の仕組み 

 
 

図表 B  法人向け VPN接続製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 納期 

1 VPNルータ等 

YAMAHA、BUFFALO等 VPNルータを購入して設定を行う。基本的には自社

で行う作業のため、管理できる人員等が必要。 

1拠点あたり数万円程

度の初期費用～。拠点

は固定 IPである必要が

あり、プロバイダー費用

が高めになる。 

― 

2 PacketiX VPN 

ソフトイーサ ㈱ 9年間で 5,500社に採用の VPN 製品の最新

版。ソフトウェアによる VPN接続。ユーザ

が体験版で 動作検証してから 導入を行う。 

Standard Edition（小規

模企業向け）95,000円

～ 

検証用ソフ

トは Web入

手。 

3 Verona 

㈱網屋 VPNに加え、ゼロトラストセキュリティの

SASE（次頁参照）を、オールインクルーシブ

で包括提供。 

初期費用 350,000円  

月額 350,000円～ 

（Verona SASE、ライセ

ンス数 100ユーザ） 

導入期間最

短 3週間 

4 beatサービス 

富士フイルムビ

ジネスイノベー

ション㈱ 

専用機器 beat-boxを各拠点で活用し、ク

ラウド接続も含めた必要なオプションサー

ビスを追加できる、専用コールセンター完

備の、運用負荷が少ない、VPN + セキュリ

ティサービス。 

初期費用 60,000円、 

月額 12,800円～ 

― 

https://network.yamaha.com/products/routers
https://www.buffalo.jp/biz/product/child_category/biz-router.html
https://www2.softether.jp/jp/partner/
https://www.amiya.co.jp/verona/
https://www.fujifilm.com/fb/ja/products/it-services/it-security/beat
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5 
Information 

Guard 

村田機械㈱/ム

ラテックフロン

ティア㈱ 

オフィスのデータを安全に保管する「スト

レージボックス」と、オフィスのセキュリ

ティを守る「UTM（統合脅威管理）」機

能、ならびに VPNリモートアクセス機能も

兼ね備えたオールインワンボックス。 

本体価格 1,074,000～円 

（5年ライセンス、ミラー

リング＋バックアップ、

2TB～） 

初期費用 65,000円～ 

― 

 

（参考）ゼロトラストアーキテクチャー 

安全にファイルを持ち出す方式の新しい流れとして、「ゼロトラストアーキテクチャー」という考え方がある。 

現状のテレワークのセキュリティの考え方は、危険な「社外」から安全な「社内」を完全に分離して、境界で防御する

ものが主流で、「リモートデスクトップ方式」や「仮想デスクトップ方式」がその典型的な例である。 

一方「クラウドアプリ方式」は、「社外」でのファイルのダウンロードなどが可能なものが多く、セキュリティ（持ち出しリ

スク）に問題があると考えられている。前頁の表のツールは、その持ち出しリスクを少なくする技術を用いている。 

「ゼロトラストアーキテクチャー」とは、これらを包含した「決して信頼せず常に確認せよ」というセキュリティの考え方

です。米国国立標準技術研究所から示されている NIST SP800-207では、7つの原則が定義されている。 

 すべてのデータソースとサービスをリソースとみなす 

 ネットワークの場所に関係なくすべての通信を保護する 

 リソースへのアクセスはセッション単位で付与する 

 リソースへのアクセスは IDや各種属性を含めた動的ポリシにより決定する 

 すべての資産の整合性とセキュリティ動作を監視・測定する 

 すべての認証と認可は動的に行われ、アクセスが許可される前に厳格に実施する 

 収集した情報をセキュリティ対策の改善に利用する 

具体的には、下記のような構成技術ごとにソリューションがあり（詳細は例えば（独法）情報処理推進機構のゼロトラ

ストプロジェクトなどに詳しい）、ネットワークセキュリティでは、Zscaler、Prisma Access、Catoなどが代表的である。 

 SASE（Secure Access Service Edge） 

 SWG（Secure Web Gateway） 

 ZTNA（Zero Trust Network Access） 

 CASB（Cloud Access Security Broker） 

 IAM（Identity and Access Management） 

 SIEM（Security Information and Event Management） 

 EMM（Enterprise Mobility Management） / UEM (Unified Endpoint Management) 

 EDR（Endpoint Detection & Response） 

 

 

https://informationguard.jp/
https://informationguard.jp/
https://www.ipa.go.jp/jinzai/ics/core_human_resource/final_project/2022/zero-trust-mgn.html
https://www.ipa.go.jp/jinzai/ics/core_human_resource/final_project/2022/zero-trust-mgn.html
https://www.zscaler.com/jp
https://www.paloaltonetworks.jp/sase/access
https://www.catonetworks.com/ja/
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コミュニケーションツール 

テレワークのいずれの形態の場合でも、コミュニケーションの質・量の低下を防止し、情報共有を円滑にするため、

下図表のコミュニケーションツールの導入を検討する。 

例えば、初めて在宅勤務でのテレワークを実施する際には、「1 メール」については既存のメールサービスをそのま

ま利用することとし、Web会議を行うために「3 会議システム」を新規に導入し、「2 チャット」については Web会議シ

ステムに付随する機能を利用すること等を検討する。メール添付では送信できない大容量のファイルの受け渡しや、

文書の編集業務を複数名で行う必要がある場合等には「4 情報共有ツール（データ共有）」の利用を検討する。社

内の気軽なコミュニケーションを促進するためには「5 情報共有ツール（SNS）」の利用を検討する。 

図表： コミュニケーションツール 

No ツール 概要 TW形態 製品例 

1 メール 

社内・社外を含めた業務コミュニケーションの

中核ツール。現在利用中のシステムが、テレワ

ーク対応が難しい場合は、新たなサービスの導

入を検討する。 

また、メール起点の攻撃に備え、DMARC

（Domain-based Message Authentication 

Reporting and Conformance）の導入も推奨す

る。 

すべて メールについては、ほとんどの企業で導入

済みであるため、サービスの比較は割愛す

る。 

2 
チャッ

ト 

会話のように、単文のやりとりを行うソフトウ

ェア。3名以上のグループでやりとりする場合

もある。なお、社外へのデータ流出が起こらな

いよう、セキュリティ管理のしっかりしている

ビジネスチャット あるいは Web会議等付属の

チャット利用が望ましい。 

すべて P17参照 

3 
会議シ

ステム 

会議システムを導入することで、対面コミュニ

ケーションに近い状態での会議や打合せを気軽

に実施することが可能になる。移動にかかる交

通費と時間の削減にも繋がる。 

特に在宅勤務は

職種や規模にか

からず導入検討

が必要。 

P18参照 

4 

情報

（デー

タ）共

有ツー

ル 

インターネット上にファイルを保存できる「オ

ンラインストレージサービス」を使用すること

で、大容量ファイルの円滑なやり取りが可能に

なる。 

なお、社外へのデータ流出が起こらないよう、

利用する場合は運用ルールを定めることが望ま

しい。 

すべて 単体サービスとしての Dropbox、BOX等、

またグループウェア製品等に含まれる

Googleドライブ、OneDrive / Share Point

等の多くのサービスがある。 

一定容量までは無料でのサービスが多く、

機能差も少ないため、サービスの比較は割

愛する。 

5 

情報共

有ツー

ル

（SNS） 

メッセージ投稿と返信等を行うことによりコミ

ュニケーションを円滑化する。 

サービスによっては、企業単位ではなく、グル

ープ単位等に制限した形でのメッセージのやり

とりも可能。 

なお、X、Facebook、LINE等の社外にも広く拡

散する可能性のある SNSでは、機密情報を扱わ

ないように運用方針を定めることが望ましい。 

特に在宅勤務の

場合は、職種や

規模にかかわら

ず導入を検討す

る。 

X、Facebook、LINEが代表的なサービス。

Viva Engage（MS365）はビジネス用途に特

化している。また、グループウェア製品の

多くに SNS機能が含まれる。 

https://www.npa.go.jp/bureau/cyber/pdf/Vol.11cpal.pdf
https://www.npa.go.jp/bureau/cyber/pdf/Vol.11cpal.pdf
https://www.npa.go.jp/bureau/cyber/pdf/Vol.11cpal.pdf
https://www.dropbox.com/dropbox
https://www.box.com/ja-jp/cloud-storage
https://desktop.google.co.jp/intl/ja_ALL/drive/
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-365/onedrive/online-cloud-storage
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-365/sharepoint/collaboration/
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-365/sharepoint/collaboration/
https://x.com/
https://www.meta.com/ja-jp/facebook-app/
https://www.line.me/ja/#communication
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-viva/engage
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チャットツール 

テレワークにおけるコミュニケーションツールとして、ビジネスチャットが広まってきている。 

LINEなどで育った世代や IT リテラシーの高い技術者などは、チャットによるコミュニケーションを使いこなしており、

プロジェクト単位の議論の場として、電話やメール、web会議などより優先してチャットを活用する例もみられる。 

チャットツールは、Web会議(P18)に付随するサービスとしても提供されているが、ビジネスチャットとして、独立した製

品も多くみられる。 

下図表に、ビジネスチャットの製品例をまとめた。すべて無料のお試しが可能なので、それぞれの特徴を比較検討し

て選択を行う。 

図表 ビジネスチャットの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 slack 

セールスフォー

ス・ジャパン㈱ 

IT/ベンチャー系企業に特に人気があるビジネ

スチャット。米国で普及し、日本にも広く普

及。 

プロ： 

1,050円/月人 

2 chatwork 

㈱kubell クラウド型ビジネスチャットツール。メッセー

ジのやりとりだけでなく、タスク管理やファイ

ル共有、ビデオ通話などが可能。2011年からサ

ービス提供。実績が豊富。 

ビジネスプラン： 700円/月人 

（年間契約時） 

3 LINE WORKS 

LINE WORKS㈱ ビジネス版 LINE。チャット 機能以外に、メー

ル、カレンダー、ファイル管理など、グループウ

ェア機能も使える。LINEとつながる唯一のビ

ジネスチャット。 

スタンダード： 450円/月人 

4 WowTalk 

キングソフト㈱ 管理機能が充実したビジネスチャット。個人

単位で各機能の有効範囲を設定できる。大企

業の実績が多い。 

スタンダード： 500円/月人 

（最低契約数 30ID） 

5 InCircle 

ブルーテック㈱ 警察の証拠復旧調査から生まれたセキュアな

ビジネスチャット。APIによる他システム連

携が可能。 

ベーシック： 180 円/月人 

（30ユーザ以上） 

 

 

https://slack.com/intl/ja-jp/
https://go.chatwork.com/ja/
https://line-works.com/line-works/
https://www.wowtalk.jp/
https://www.bluetec.co.jp/incircle/
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会議システム 

遠隔で働くことによるコミュニケーション不足を補い、交通費等のコストを削減するため、全てのテレワーク形態で、特

に、在宅勤務の場合、いずれかの会議システム用のツール•サービスを導入することが望ましい。 

下図表の製品については、全て無料試用期間が設けられており、実際の使用人数、ネットワーク環境でテストした上

で導入を行うことが可能。実際に利用してみて、画質/音質や使いやすさ等を検討した上で導入を決定する。 

価格は、従来は会議参加可能地点の数（ID数）で決まる料金体系を取っていたが、最近では、会議の数（会議主催

者：ホストの数）に比例する料金体系に移っている。 

また、Web会議は、チャットやグループウェア等のサービスの一部に含まれる例も多くなっている。 

最近ではさらに、メタバースや仮想オフィスなどのネット空間サービスの機能として、Web会議が含まれるようになっ

ており、進歩や変化が著しい。 

図表  会議システムの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 Zoom 
ZVC Japan 株式

会社 

無料版（時間制限）あり プロ 

月額 1999円/ライセンス～ 

2 Teams 
日本マイクロソ

フト㈱ 

Microsoft 365 の一部として提供 Microsoft 365プランを参照 

3 Google Meet 
グーグル合同会

社 

Google Workspaceの一部として提

供。無料版（時間制限）あり 

Google Workspaceプランを参

照 

4 Webex Meetings 
シスコシステム

ズ合同会社 

14日間の無料トライアル可能 Starter 

月額 1,490円/ホスト 

5 LiveOn Meet 
ジャパンメディ

アシステム㈱ 

独自のデータ圧縮技術で、最大 150画

面の同時表示も実現。 

要問合せ 

6 FreshVoice 

エイネット㈱ オンプレミス版、ASP版、ライト版と

様々なバージョンを用意。 

リミット 10従量課金プラン

16,500円/月（同時接続～5

台 ～10時間/月） 

7 Letaria 
NTTドコモソリ

ューションズ㈱ 

インストール不要、ブラウザからの利

用。資料を自分のペースで閲覧可能。 

5ID～ 8,000円/月～ 

 

 

https://www.zoom.com/ja
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-teams/group-chat-software
https://workspace.google.com/intl/ja/lp/meet/
https://pricing.webex.com/jp/ja/
https://web.liveon.ne.jp/product/liveon/
https://www.freshvoice.net/
https://www.nttcom.co.jp/dscb/lp/letaria/lp01_dxcommunication/index.html
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会議で使って便利なデバイス＜参考＞ 

Web会議等では、音声や映像などのメディアの品質が、良好なコミュニケーションにとって重要である。従って、メディ

アを扱う、マイクやスピーカー、カメラやディスプレイなどの会議用デバイスが重要になる。 

テレワークでよく見られる会議のパターンは、社内の会議室に何人か集まって会議している中に、さらに、テレワーク中

の自宅や出先から何人が参加するというパターンである。 

このような会議音声では、会議室で用いる会議用のマイクスピーカに、ノイズ除去機能、エコーキャンセル機能、高性

能マイクなどが求められる。 

また、最近では、気軽にあちこちでミニWeb会議を開く場合が多く、デバイスも会議室固定ではなく、簡単に持ち運

べるものが望ましい。 

下図表 Aに、簡単に持ち運べる会議用デバイスの製品例をまとめた。 

一方、PCを中心にしたWeb会議を会議室でも行うために、大きなタッチパネルを使って PCを操作する大画面ディ

スプレイもテレワークとの親和性が高い。 

簡易に会議を行うには、安価な中小型タッチパネルが効果的である。下図表 Bに、移動可能な中型タッチパネルの

製品例をまとめた。 

図表 A: 簡単に持ち運べる会議用デバイスの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 

ヤマハスピーカーフ

ォン YVC- 200 

ヤマハ㈱ バッテリー搭載でミーティングコーナー•自宅•外出先など

あらゆる場所で利用可能。１～４名程度用。 

他、人数、用途ごとに多数のラインナップあり。 

33,000円 

2 

Poly Sync 20 

スピーカーフォン 

㈱日本 HP 社内、ホームオフィス、出張など、勤務形態がフレキシブ

ルなプロフェッショナル向け。 

他、人数、用途ごとに多数のラインナップあり。 

24,000～円 

3 

Meeting Owl ソースネクスト㈱ PCに USBケーブルでつなぐだけで会議全員のカメラ・マイ

ク・スピーカとなり、発言者をオートフォーカスする。 

シリーズ姉妹製品もあり。 

198,000円 

 

 

図表 B: 移動可能な中型タッチパネルの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 BIG PAD 

シャープ㈱ 画面の大きさや搭載機能などにより、プレミアム、スタンダー

ド、エントリー、ミドルサイズ、Windows Collaborationと様々

なラインナップ。オプションの専用フロアスタンドを装着する

ことで手軽に移動して、オープンスタイル会議が可能。 

オープン価格 

2 
RICOH インタラクテ

ィブホワイトボード 

㈱リコー Windows OS仕様と Android OS仕様の２シリーズを用意。ホワイ

トボードと web会議、グループウェア等の連携が可能。 

オープン価格 

3 
MaxHUB All in One 

Meeting Board  

ナイスモバ

イル㈱ 

AI搭載ミーティングボード。ケーブル接続不要で電源 ONで会議

をスタートできる。高解像度、高音質。 

オープン価格 

 

 

https://sound-solution.yamaha.com/products/uc/yvc-200/index
https://sound-solution.yamaha.com/products/uc/yvc-200/index
https://jp.ext.hp.com/accessories/business/poly/phones/sync_20/
https://jp.ext.hp.com/accessories/business/poly/phones/sync_20/
https://meetingowl.jp/
https://jp.sharp/business/bigpad/
https://www.ricoh.co.jp/products/line-up/interactive-whiteboard
https://www.ricoh.co.jp/products/line-up/interactive-whiteboard
https://nicemobile.jp/product/maxhub/v7series/
https://nicemobile.jp/product/maxhub/v7series/
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管理ツール  

下の図表では、従業員を時間や場所の観点で管理する「勤怠管理」及び「在席管理」、業務•タスクの観点で管理する

「業務管理」のためのツールを大別して取りあげている。 

スケジューラについては、各従業員の予定確認のためにいずれのテレワークでも導入することが望ましい。さらに、業務内

容やシステムへの練度にあわせて、プロジェクト管理ツールや勤怠管理ツールの導入を検討する。また、プレゼンス機能につ

いても相互の状況把握や円滑なコミュニケーションの促進のために導入を検討する。 

例えば、システム開発職での在宅でのテレワークの例では、「2 在席管理（プレゼンス管理）ツール」の導入により在席状

況を随時確認できるようにし、「3 業務管理ツール（グループウェア）」の面では、クラウドのプロジェクト管理ツールの利用を

検討する。営業職のモバイルワークでは、「1 勤怠管理ツール」で位置情報まで把握•記録できるツール、「3 業務管理ツール

（グループウェア）」でシンプルなスケジュール共有ツールの導入を検討する。 

図表 : 管理ツール 

No ツール 概要 TW形態 製品例 

1 勤怠管理ツール 

勤怠管理については、労働時間の記録のみであればグループ

ウェア等でも対応可能。給与計算ソフトや人事管理ソフト等

との連携を重視する場合には、専用ツールの導入を検討す

る。 

営業職がいつどこを巡回したかを明らかにするために GPSで

の位置情報を記録するサービスがある。 

また、作業状況を確認するために、画面キャプチャーを記録

して、管理者に提示するサー ビスがある。 

業務にあわせて

導入を検討する 

P21参照 

2 
在席管理（プレゼン

ス管理）ツール 

プレゼンスソフトは、各ワーカーが在席中か否か、話しかけ

て良い状態か等をリアルタイムで表示する。 

業務にあわせて

導入を検討する 

P22参照 

3 
業務管理ツール 

（グループウェア） 

テレワーク実施にあたっての基本的な機能としてスケジュー

ルを共有できるツールを導入することが望ましい。 

さらに、研究•開発•企画等のプロジェクト単位で動いている

業務でテレワークを実施する場合には、プロジェクト管理•タ

スク管理まで行えるツールの導入も検討する。 

すべて P23参照 



 

21 
 

勤怠管理ツール 

勤怠管理ソフトについては、テレワークを実施するなかで、必要性を感じた段階で導入を検討する。 

PC作業での業務状況を把握する「MITERAS」、不定期に画面をキャプチャーする「F-chair+」といった製品もある。

また、既存の勤怠管理ツールに、テレワーク向け機能を追加したものも出てきている。他の労務・人事・福利厚生関連ツ

ールとの連携など、新たな機能が今後更に強化されることが期待できる。 

図表: 勤怠管理ツールの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
ジョブカン勤怠

管理 
㈱DONUTS 

あらゆる勤務形態に対応し、必要な機能だけを組み

合わせて利用可能。他ジョブカンシリーズとの連携

で給与連携等も可能。 

月 200円～/ユーザ 

機能制限無料プラン

あり 

2 KING OF TIME 
㈱ヒューマンテクノ

ロジーズ 

20近い打刻方法を有し、自社就業規則状況にあわせ

た活用を豊富な機能でバックアップ。かつ、人事労

務、給与計算機能等も追加料金なしで利用可能。 

月 300円/ユーザ 

3 
ハーモス(HRMOS)

勤怠  
㈱ビズリーチ 

チャットツールとの連携など、利便性ある多様な打

刻方法を持つ。但し基本勤怠管理機能以外はオプシ

ョン。尚、他ハーモスシリーズ等との連携で給与連

携、工数管理等も可能。 

30名以下無料 

月 100円～/ユーザ 

4 F-chair+ 
㈱テレワークマネジ

メント 

「着席」「退席」ボタンのシンプル操作で勤務を申

告。着席中はパソコン画面を不定期にキャプチャー

し、画面変化がない際のアラートや業務日報自動作

成機能などもある。 

（月額）1～10名 

10,000円 

5 勤労の獅子 エス•エー•エス ㈱ 

業種・業態に合わせた多様かつ細やかな勤務形態・

権限設定に対応。また、弁当管理・食事（社員食

堂）管理オプションもあり。 

月 150～円/ユーザ 

初期費用含め、見積

要 

6 MITERAS勤怠 
パーソルビジネスプ

ロセスデザイン㈱ 

勤怠打刻を兼ねてコンディション・モチベーション

の入力・分析が可能（組織全体での推移・可視化も

可）。現場作業ユーザはタブレットからの作業工程

および工数入力などにも対応。 

要見積 

 

https://jobcan.ne.jp/
https://jobcan.ne.jp/
https://www.kingoftime.jp/
https://hrmos.co/kintai/
https://hrmos.co/kintai/
https://fchair-plus.jp/
https://www.kinrou44.jp/
https://www.persol-bd.co.jp/service/product/miteras_kintai/
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在席管理（プレゼンス管理）ツール 

プレゼンス（在席状況確認）については、Teams等の通話コミュニケーション製品やサイボウズなどのグループウェ

アを利用することも可能である。 

さらに、同僚がすぐ傍にいるかのように仮想空間内に人を配置し、より通常の働き方に近づけるように工夫した、仮想

オフィスツールや、勤務内容を可視化することで状況を把握する業務可視化ツールがある。 

それぞれ必要に応じて導入を検討する。 

その他、遠隔地のオフィスでの在席状況等を確認する方法として、オフィス全体をWebカメラで写し、ディスプレイに

表示しつづけたままにするようなことも行われている。 

図表 ： 在席管理（プレゼンス管理）ツールの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 Teams 
日本マイク

ロソフト㈱ 

Microsoft365の一部として提供されているが単体アプリとし

ても導入可能。MS365ユーザであれば、Outlookと連携したス

テータス表示や各種アプリとの連携が便利。 

月額 599円/ユーザ（単

体利用） 

2 
テレワーク

サポーター 

キヤノン IT

ソリューシ

ョンズ㈱ 

テレワーカーの勤務を見える化し、顔認証で”覗き込み”

や”なりすまし”を防ぐ。勤務時間の集計•スケジュール管理

•タスクの集計機能で勤務内容を可視化する。 

初期費用： 

¥20,000 

使用料 

5ユーザ１年間： 

¥120,000 

3 ovice oVice㈱ 

バーチャル空間でアバターを使って在席状況や会議中などの

ステータスを共有できる。オンライン画面上でテレワーカー

同士のコミュニケーションを活性化することが可能。 

Entry-S 

年払い月額 7,315円 

 

 

https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-teams/group-chat-software/
https://www.canon-its.co.jp/solution/industry/cross-industry/telework/telework
https://www.canon-its.co.jp/solution/industry/cross-industry/telework/telework
https://www.ovice.com/ja
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業務管理（グループウェア）ツール 

テレワークの実施にあたって、スケジュール共有は最低限必要であり、いずれかの製品•サービスを導入する必要が

ある。その他、業務内容等にあわせて必要な機能を備えたグループウェアを導入する。いずれの製品も無料での試用期

間があることから、実際に複数名で利用した上で導入を決定することが望ましい。 

なお、システム開発会社でのテレワークでは、ソースコードのバージョン管理や円滑な協業のために、Subversionや 

GitHubの利用を検討する。GitHubについては、月額 4ドル/ユーザ からの利用が可能である。 

プロジェクト管理では、オープンソースのプロジェクト管理ソフトウェアである Redmineの利用や、Microsoft Planner 

シリーズ等の利用も検討する。 

図表:業務管理（プロジェクト管理）ツールの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
サイボウズ

Office 
サイボウズ㈱ 

「誰でも使える」にこだわった中小企業向け国産ツ

ール。 

月額 600円/ユーザ 

（５ユーザから） 

2 desknet's NEO ㈱ネオジャパン 
使いやすさと高機能性で、顧客満足度で高評価。官

公庁にも人気。 

月額 600～円/ユーザ 

※パッケージ版あり 

3 NI collabo 360 
㈱NIコンサルティ

ング 

同一アプリを導入している企業間連携も可能。勤務

予定・実績管理、GPS連動、InstaMTGなどテレワーク

支援機能あり。 

月額 328円/ユーザ 

※パッケージ版あり 

4 Microsoft365 
日本マイクロソフ

ト㈱ 

MSOfficeの共同編集などに圧倒的な強み。アプリは

豊富だが一定以上の ITスキルがないと難しいものも

ある。 

Business Basic 

月額 899円/ユーザ 

5 
Google 

Workspace 
グーグル合同会社 

Microsoft365とほぼ同等のアプリあり。サードパー

ティー製の操作性向上のアドオンもある。 

Business Starter 

月額 800円/ユーザ 

 

 

https://subversion.apache.org/
https://github.co.jp/
https://redmine.jp/
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-365/planner/microsoft-planner-plans-and-pricing
https://office.cybozu.co.jp/lp/groupware2/
https://office.cybozu.co.jp/lp/groupware2/
../desknet%27s%20NEO
https://www.ni-ware.com/
https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-365/business/
https://workspace.google.com/intl/ja/features/
https://workspace.google.com/intl/ja/features/
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ペーパーレス化ツール 

電子文書化 

テレワークを実施するには、業務のペーパーレス化が必要になる。電子文書化アプリは、ネットワークを介して文書を

扱えるなど、ペーパーレス化だけではなく、テレワーク全般を支援しているものも多い。 

  また、これら以外にも、電子帳簿保存法に対応した製品が、多数存在する。（国税庁の特設サイトに法解説＋対応ソフ

トに関するリンクあり） 

図表： 電子文書化アプリの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
Acrobat 

Standard 
アドビ㈱ 

さまざまな文書業務を支援し、時間や場所にとらわ

れずムーズに実行できる環境を提供する。アドビが

開発した PDF形式で、どんなデバイスや OSでも正確

に表示、編集、保護などができる。 

法人向け 

1,848円/月•ライセンス 

2 DocuWorks 

富士フイルム

ビジネスイノ

ベーションジ

ャパン㈱ 

紙と電子文書の利便性を融合したドキュメント•ハン

ドリング•ソフトウェア。モバイル活用も強化。紙文

書と同等に電子文書を扱える。業務フロー構築によ

る標準化•定型化。ワンボタンで PDF生成、PDFハン

ドリング機能もバンドル。 

パッケージ（標準ライセンス） 

25,000円/ライセンス 

サブスクリプション 

900円/月・ライセンス 

※ボリュームライセンスあり 

3 
imageWARE 

Desktop 

キヤノンマー

ケティングジ

ャパン㈱ 

あたかも机の上の書類を整理整頓する感覚で、デス

クトップで簡単に一元管理できる。電子化した紙文

書やアプリケーションデータの活用を支援する様々

な文書ハンドリング機能。 

imageWARE Desktop V4 1L付（1年

間無償サポート付）28,000円 

4 
Ridoc Smart 

Director 
リコー 

ファクス、図面などの  ペーパーレス化を進める文

書処理システム。基本は３ステップの操作。すぐに

使い始められるペーパーレス•ファクスシステム。 

19,800円/ライセンス 

5 
Dispatcher 

Phoenix 

コニカミノル

タジャパン㈱ 

紙書類の電子化タスクオートメーションソフトウェ

ア。コニカミノルタ独自開発によるタスクオートメ

ーションソフトウェア。業務に合せて自在にカスタ

マイズ可能。 

ベーシックライセンス 204,500円 

コンビニプリント＜参考＞ 

ペーパーレス化の流れには逆行するが、在宅勤務やモバイルワーク中に、オフィスに戻らなくても、近くのコンビニに設

置してあるコピー機にネットワーク経由で印刷できるプリントサービスが便利なことがある。（以下法人向けサービス例） 

図表： 法人向けコンビニプリントサービスの例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 

ネットプリント

サービス for 

business 

富士フイルムビジネ

スイノベーション㈱ 

全国のセブン-イレブンの富士フイ

ルムビジネスイノベーション製マル

チコピー機で利用可能 

年間管理料：27,000～円(5ID～) 

プリント料金： 

白黒：20円/枚、カラー(～B4)： 60

円、カラー(A3)：100円/枚 

(後払の場合は約 8%引き) 

2 
ネットワークプ

リント for Biz 

シャープマーケティ

ングジャパン㈱ 

全国のコンビニ（ファミリーマート

/ローソンほか）の シャープ製マ

ルチコピー機で利用可能。 

初期登録料金： 

198,000円 

年間使用料金： 

36,000円/10アカウント 

＋プリント料金（白黒: 20円/枚、カラ

ー（～B4）: 60円/枚、カラー(A3)：

100円/枚） 

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/tokusetsu/index.htm
https://www.adobe.com/jp/acrobat/pricing/business.html
https://www.adobe.com/jp/acrobat/pricing/business.html
https://www.fujifilm.com/fb/product/software/docuworks
https://canon.jp/biz/product/printer/extensions/meap/lineup/desktop
https://canon.jp/biz/product/printer/extensions/meap/lineup/desktop
https://www.ricoh.co.jp/products/list/ridoc-smart-director
https://www.ricoh.co.jp/products/list/ridoc-smart-director
https://businesssolution.konicaminolta.jp/business/products/dispatcher-phoenix/index.html
https://businesssolution.konicaminolta.jp/business/products/dispatcher-phoenix/index.html
https://www.fujifilm.com/fb/solution/netprint
https://www.fujifilm.com/fb/solution/netprint
https://www.fujifilm.com/fb/solution/netprint
https://networkprint.ne.jp/start/biz/
https://networkprint.ne.jp/start/biz/
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安全なモバイルテレワークツール  

テレワーク形態の一つであるモバイルテレワークが、広く普及している。 

営業担当などが、出先での隙間時間を活用して、スマートフォンやタブレットで会社のメールを見たり、スケジュールを

確認したりするのは、今や当たり前になってきている。しかし、このような、モバイルテレワーク環境では、端末機器の紛失

や盗難など、在宅勤務以上にリスクが大きくなっている。また通信コストの問題もあり、私物の機器が業務に使用されて

いるケースも多く、安全対策が不十分なケースも見られる。 

これらのリスク対して、安全にテレワーク環境を提供するために、「セキュアブラウザ」や、「セキュアコンテナ」と呼ば

れるツールが提供されている。自社のセキュリティポリシーに合わせて、導入を検討する。 

また、最近ではこれらのツールがゼロトラストアーキテクチャーの一翼をなす機能としても進化していることから、企業

ＩＴ基盤全般における同アーキテクチャーの採用も視野にいれる必要がある。 

セキュアブラウザ 

セキュアブラウザは、ドキュメントやデータをデバイス上の安全な領域で表示し、終了時に自動的に消去することで、

情報漏洩等のリスクを回避している。リモートデスクトップ方式の画面転送をスマートフォンやタブレットから実行する方

法もある。クラウドや社内アクセスにおけるセキュリティレベルを BYODも含めて保つことができる。 

図表： セキュアブラウザの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 

CACHATTO One 

セキュアブラウ

ザ 

e-Janネットワーク

ス㈱ 

各種端末から、企業内システムやクラウドサービスを

安全に利用できるテレワークインフラサービス。セキ

ュアブラウザにより、端末内に閲覧情報を残さず、持

ち出しも抑制する。 

サービス基本料： 

120,000円/年 

ライセンス： 

84,000円/10ユーザ/年 

2 
Soliton Secure 

Browser 

㈱ソリトンシステム

ズ 

高度なセキュリティ•高い利便性をもつセキュアなブラ

ウザで、スマートフォンや PCからクラウドと社内の 

Webシステムをいつでも 安全に使える。電子証明書に

よる端末認証を行う。閲覧ファイルや データは全て暗

号化し、キャッシュは自動消去される。パスワード付

き Zipファイルも閲覧できる。 

Plus クラウドプラン 

初期費用：20万円 

月額基本料（30ユー

ザ）： 19,000円 

3 HENNGE One HENNGE㈱ 

スマートデバイスからセキュアにクラウドサービスへ

アクセスすることができる Webブラウザ。文書、画

像、キャッシュ、メール添付 ファイルなどを端末に保

存させない事で、デバイスの紛失による情報漏えいを

防ぐ。Microsoft 365および Google Workspaceと連携

した利用が前提。 

Ultra Suite Basic： 

800円/ユーザ•月 

4 
Magic Connect 

neo 

NTTテクノクロス 

㈱ 

用途に応じて、USB型、アプリ型、アプリ型ライトの

３つから選べる。また、CADソフトや動画編集を行う

方向けのプレミアムもオプションであり。 

画面転送方式のため、端末内には情報は残らない。 

アプリ型ライト（端末

1台） 

初期費用： 5,000円使

用料：14,400円/年 

5 

Mammoth Cyber 

Enterprise 

Browser 

Mammoth Cyber 

（国内販売：キヤノ

ン ITソリューショ

ンズ㈱） 

Webアプリケーションに対し、ポリシーベースのアク

セス制御などにより高セキュリティ接続を実現。 

また、別途サービスエッジの構築により、サーバ管理

やファイル共有で利用される RDP／SSH／SMB といった

接続方式への対応、ネイティブアプリを利用した社内

システムへのアクセスにも対応。 

12,200～円/年・ユーザ 

（15ユーザより） 

 

 

 

https://www.cachatto.jp/csb/
https://www.cachatto.jp/csb/
https://www.cachatto.jp/csb/
https://www.soliton.co.jp/products/ssbssg/
https://www.soliton.co.jp/products/ssbssg/
https://hennge.com/jp/service/one/
https://www.magicconnect.net/product/?id=mcneo
https://www.magicconnect.net/product/?id=mcneo
https://www.canon-its.co.jp/solution/industry/cross-industry/sec/mammoth-cyber-enterprise-browser
https://www.canon-its.co.jp/solution/industry/cross-industry/sec/mammoth-cyber-enterprise-browser
https://www.canon-its.co.jp/solution/industry/cross-industry/sec/mammoth-cyber-enterprise-browser
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セキュアコンテナ 

セキュアコンテナは、デバイス上などにコンテナと呼ばれる暗号化した安全な領域を作成し、私物のスマートフォン等

であっても、個人利用とは切り離して、グループウェアやメール、業務アプリケーションを安全に利用できようにし、紛失

時もデータを消去できるツール•サービスである。 

アプリケーション・ファイル等の業務情報を、デバイスを問わずして安全に管理するソリューションの１つである。 

図表： セキュアコンテナの製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
moconavi 

（モコナビ） 
㈱レコモット 

端末にデータを残さない設計により、情報漏えい

リスクを大幅に抑制可能。従って、利用者は普段

使っている端末から安全に業務システムへアクセ

ス可能。 

既存システムとの親和性が高く、大規模な追加投

資を避けやすい。かつ、クラウドサービスとして

提供されるため、専門人材が不足する企業でも導

入可能。 

クラウド基本料： 

月額 15,000円/１テナン

ト 

ID料金： 

月額 720円/ID（フル機

能） 

※最低契約は 10IDより 

 

2 
Ivanti Neurons 

for MDM 
Ivanti Software㈱ 

デバイス管理を必要とすることなく、契約者や従

業員のデバイス上でビジネス用アプリを保護。 

また、モバイルエンドポイントとバックエンドの

企業システム間のトラフィックを管理、暗号化、

保護するなど、多彩な機能を持つ。 

個別見積 

3 Workspace ONE 
Omnissa Japan合同

会社 

デジタルワークスペースを実現するための統合プ

ラットフォーム。様々なデバイスを一元管理し、

シングルサインオンやアプリケーション管理、セ

キュリティ機能を提供。 

個別見積 

 

 

https://moconavi.jp/
https://moconavi.jp/
https://www.ivanti.com/ja/products/ivanti-neurons-for-mdm
https://www.ivanti.com/ja/products/ivanti-neurons-for-mdm
https://docs.omnissa.com/ja-JP/category/Workspace_ONE
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電話応対支援ツール  

テレワーク中の社員にかかってくる電話の応対は、社内に残っている同僚にとって大きな負荷になってきている。負荷

を軽減するには、テレワーク中の社員に直接つなげる、スマホの内線電話化が効果的である。 

電話端末として個人のスマホなどを活用する BYODの場合は、公私の電話料金の分計が必要になる。 

また、スマホ上のクラウド電話帳（web電話帳）も、他のサービスと連携することで、テレワーク業務の効率化に効果

がある。 

スマホの内線化 

スマートフォンの内線化には、社内の PBXを用いて着信転送するなど、いくつかの方法がある。 

ここでは、通信キャリアの FMCサービス連携を用いる方法と、IP電話アプリ（インターネット経由）方式について、具

体的な例を紹介する。 

【キャリアの FMC（固定・携帯融合）サービス連携方式】 

3大キャリアがそれぞれ以下のサービスを提供している。 

 オフィスリンク（NTT ドコモ/NTT ドコモビジネス） 

 ビジネスコールダイレクト（KDDI） 

 ConnecTalk（ソフトバンク） 

この 3社のサービスには大きな違いはないので、比較は省略する。 

これらの FMCサービスと連携するクラウド PBXには、キャリア自身が提供する仮想 PBXと独立系の BIZTELなど

がある。（下記の一覧表で比較する。） キャリア FMCサービス連携方式は、既存の携帯電話網を経由するので、通話

品質や安定性が優れている。 

具体的な例について、比較表をまとめた。 

図表： クラウド PBX（キャリアの FMCサービス連携方式）の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
BIZTELモバイ

ル 
㈱リンク 

キャリア FMCタイプ（docomo/au/SoftBank）とア

プリ FMCタイプ（uniConnect）あり。 

ガラホ、ガラケーにも対応。 

ライトプラン 

基本料金：初期 60,000円 月額 30,000円 

端末サービス料金（１台） 

初期 1,000円 月額 300円 

※他：携帯電話事業者の費用あり要見積 

2 
オフィスリ

ンク 

NTTドコモ/ 

NTTドコモビ

ジネス㈱ 

既存 PBXか仮想 PBX選択可。音声通話可能なドコ

モの携帯電話およびスマートフォンに対応。 

初期費用 

携帯電話：1,540円/回線 

オフィスリンク設備（お客様設備側除）： 

107,800円/拠点、3,080円/契約 

月額費用 

携帯電話：990円/回線 

オフィスリンク設備：要見積 

3 Omnia LINK ビーウィズ㈱ 

ソフトフォンをはじめ、運営で必要とされる

様々な機能を網羅した、コールセンター向けト

ータルソリューション。拠点内運用は勿論、在

宅コールセンターにも適しており、快適オペレ

ーション・管理環境を提供。 

要見積 

4 りもふぉん 
合同会社クラ

ウドエンジン 

電話着信を複数スマホに同時転送するクラウド

IP電話サービス。050からの発信も可。 

リモートワーク時の電話受付や、外出が多い職

種、在宅含めた複数拠点で電話を受付けたい

時、訪問・在宅医療などの現場に。 

ベーシックプラン： 

月額基本料 980円 / 050番号 

（そのほか、発着信通信料（分単位課

金）、音声応答通信料（回数あたり課金）

が発生） 

https://www.ntt.com/business/services/officelink.html
https://biz.kddi.com/service/call-direct/
https://www.softbank.jp/business/service/voice/connectalk/
https://biztel.jp/mobile/
https://biztel.jp/mobile/
https://www.ntt.com/business/lp/cp/officelink.html
https://www.ntt.com/business/lp/cp/officelink.html
https://www.bewith.net/service/omnialink/callcenter/
https://remophone.cloud/
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【 IP電話アプリ（インターネット経由）方式】 

インターネットを経由した IP電話アプリ方式も、クラウド PBXと連携して多く提供されている。 

アプリとして組み込むことで、ビジネスホン的な機能が充実していること、スマホの BYOD化を含めて、費用面で優

位なことが特徴である。 

図表： クラウド PBX（IP電話アプリ方式）の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 Arcstar Smart PBX 
NTTドコモビジネ

ス㈱ 

固定電話・スマホ・PCが利用可能。携帯キャ

リア問わず。代表電話を取った人がわかる等テ

レワークに便利な機能あり。 

要見積 

2 モバビジ 
クラウドテレコム 

㈱ 

NTT東西のひかり電話契約が必須。 

PCは利用不可。 固定 IP電話機は機種指定。 

要見積 

3 INNOVERA ㈱プロディライト 
スマホ・PCが利用可能。固定電話からのナン

バーポータビリティ可能（条件あり） 

要見積 

 

電話料金分計 

社員にスマホを会社から支給するのは基本料金などのコストがかかる。社員の個人端末を業務に使用するのも問題

がある。在宅勤務やモバイルワークでの電話料金の扱いは、問題点の一つである。 

例えば、下記のツールでは、個人のスマホを用いて（BYOD環境で）、公私の電話料金を分計できる。 

図表：電話料金分計の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 ビジネスモバイル 
NTTドコモビジネ

ス ㈱ 

在宅勤務などの際の電話料金を自動で分計し会

社に請求する 

携帯電話からの通話を定額化する、企業向けの

「国内通話かけ放題サービス」 

基本工事費：3000円 

月額基本料金：2000円/

契約 

月額通話料： 

国内定額/1,980円/番号 

（月 300回 1通話 120分

まで） 

2 
モバイルチョイス 

“050” 
楽天モバイル㈱ 

個人所有の携帯電話に 050番号を付与し、公

私で番号と通話料を自動的に使い分ける 

ビジネスで個人番号が知られない。基本料が安

価なので BCP対策としても有効。携帯電話の音

声品質そのまま。 

初期費：500円 

月額基本費：100円（ベ

ーシックプラン） 

通話料金（国内） 

携帯•固定へ 19.8円/分 

https://www.ntt.com/business/lp/oslp/cloud-pbx.html
https://www.mobabiji.jp/
https://innovera.jp/
https://www.ntt.com/business/services/mobile/discount-byod/business-mobile.html
https://comm.rakuten.co.jp/houjin/mobacho050/
https://comm.rakuten.co.jp/houjin/mobacho050/
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クラウド電話帳 

スマホを内線化した時に、社内の連絡先（内線）や社外のお客様連絡先を、クラウドに一元管理することで、管理コ

ストの削減、最新情報の反映、情報漏洩リスク軽減に有効である。 

さらに、種々のクラウドサービスと連携することで、幅広い導入効果が期待できる。 

クラウド電話帳の例を表に示す。 

図表： クラウド電話帳の製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
ProgOffice 

Enterprise 

NTTテクノクロス

㈱ 

社内外の電話帳を一元管理。働き方改革やセキ

ュリティ対策のツールとして導入実績多数あ

り。 

各種グループウェア、Sansan名刺管理、

Salesforce等との連携が強い。 

年額 7,200円/ライセンス 

名刺取込オプション 

年額 1,200円/ライセンス 

2 

オフィスリンク＋ 

（PhoneAppli forオフ

ィスリンク） 

NTTドコモビジネ

ス㈱ 

携帯電話が内線として使えるオフィスリンク専

用オプション。場所にとらわれないコミュニケ

ーションポータル。 

最低利用数は 20アカウント以上。 

月額 286円/アカウント 

3 PHONE APPLI PEOPLE ㈱Phone Appli 

社内外電話帳、スマホ連携など各種ツール連携

あり。ユーザの居場所・ステータス表示や

Teamsとの連携が強い。最小 5IDから利用可

能。 

個別見積 

 

 

https://www.ntt-tx.co.jp/products/progoffice_enterprise/
https://www.ntt-tx.co.jp/products/progoffice_enterprise/
https://www.ntt.com/business/services/phoneappli.html
https://www.ntt.com/business/services/phoneappli.html
https://www.ntt.com/business/services/phoneappli.html
https://www.phoneappli.net/papeople/
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障がい者のためのテレワークツール  

障がい者の方々にとって社会のバリアフリー化は進んでいる。 しかし、やはり自宅が一番働きやすい場所である。自宅

からテレワークできる環境が整えば、社会進出が一層進むと考えられる。テレワークは、障がい者の方々にとっても、就業機会

を広げる重要な働き方である。実際にテレワークしている障がい者が利用しているツールを以下にまとめた。 

視覚障がい者向け操作支援（読み上げ）ツール 

視覚障がいを補う機器やソフトの進化により、これまで困難であったパソコンの操作が可能となり、視覚障がい者も

事務処理ができるようになって、事務職域への就労が可能となっている。その代表的なツールは以下のようなものであ

る。 

図表：  視覚障がい者向け操作支援（読み上げ）ツールの例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 ZoomText＋Reader 

Freedom 

Scientific Inc. 

（日本国内正規代

理店：㈲エクスト

ラ） 

低視力者がある程度視覚を活用しながら読み上

げ機能を補助的に使う場合に有効。 

Windowsの表示画面を拡大する ZoomTextとリー

ダは別々にも導入可能。 

2026年日本語版新規購入

（保守契約２年付） 

165,000円 

2 PC-Talker Neo Plus 
㈱高知システム開

発 

Windowsおよび web、メールの操作を音声で案

内するスクリーンリーダー｡パソコン操作支援

ソフトとして幅広く利用されている。DVDを挿

入するだけでセットアップし、自動的に起動す

る。 

標準価格（5年契約） 

60,000円 

 

自費購入割引（同） 

45.000円 

3 ナレーター 
日本マイクロソフ

ト㈱ 

Windowsに標準で搭載されており、継続したア

ップデートが行われている。 

簡単な作業であれば他のスクリーンリーダーに

も遜色なく利用できる 

Windowsに標準搭載 

 

  

https://www.extra.co.jp/product/zoomtext/
https://www.aok-net.co.jp/products/pc-talker-neo-pc-talker-neo-plus/
https://support.microsoft.com/ja-jp/windows/%E3%83%8A%E3%83%AC%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%81%AE%E8%A9%B3%E7%B4%B0%E3%81%AA%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%83%89-e4397a0d-ef4f-b386-d8ae-c172f109bdb1
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上肢障害者向け操作支援ツール 

センサーやスイッチを使用し、身体の一部をわずかに動かすだけで、インターネットや PCのソフトを操作できれば、こ

れまでの仕事を継続したり、新しい活動をはじめたりすることが可能になる。 

図表：  上肢障害者向け操作支援ツールの例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 伝の心 
㈱日立ケーイーシ

ステムズ 

パソコンを 1つのスイッチで操作できるように

するツール 

•ウインドウズ操作 

•文字入力 •メール送受信 

•ホームページ閲覧 

厚生労働省の補装具費の支給対象品。 

オプションとして視線検出式入力装置等と接続

可 

標準仕様：509,400円

（インストールした PCを

含む） 

要問合せ 

2 スクリーンキーボード 
日本マイクロソフ

ト㈱ 

キーボードを画面上に表示し、マウス操作のみ

でキー入力可能 （キー入力のみ） 

キーをスキャンすることが可能 

スイッチ入力デバイスを接続すればキーを選択

できる 

Windowsに標準搭載 

https://www.hke.jp/products/dennosin/denindex.htm
https://support.microsoft.com/ja-jp/windows/%E3%82%B9%E3%82%AF%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%B3-%E3%82%AD%E3%83%BC%E3%83%9C%E3%83%BC%E3%83%89-osk-%E3%82%92%E4%BD%BF%E7%94%A8%E3%81%97%E3%81%A6%E5%85%A5%E5%8A%9B%E3%81%99%E3%82%8B-ecbb5e08-5b4e-d8c8-f794-81dbf896267a
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センサー/スイッチ 

障がいに合わせて様々なセンサーやスイッチがある。 ここでは、視線入力装置を紹介する。 

図表： 視線入力装置の例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 

Tobii Dynavox 

アシスティブ・コミュ

ニケーション・デバイ

ス 

Dynavox Group AB 

「目（視線）」を使って文字を書いて読み上げ

させたり、Ｅメールを送ったりできる視線入力

による意思伝達装置。ウインドウズ•コントロ

ールで一般の市販のソフトウェアに、マウス操

作と同じようにアクセスできる。 

要問合せ 

 

障がい者雇用向けツール 

ワークウェル コミュニケータは、全国各地に散らばってテレワークしている障がい者の方々を雇用している会社向け

の、仮想オフィスシステム。目が見えない人も、声を出せない人も、すべての社員同士が音声でコミュニケーションを取

る。 

分身ロボット OriHimeは、子育てや単身赴任、入院など距離や身体的問題によって行きたいところに 行けない人の

もう一つの身体として、人々の社会参加を妨げている課題を克服可能なツール。（重度肢体不自由患者を雇用し、分身

ロボットを遠隔操作しサービスを提供している、常設実験カフェ DAWNで体験可能） 

図表: 障害者雇用向けツールの例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
ワークウェル コミュ

ニケータ 
㈱沖ワークウェル 

障がい者が使いやすいバーチャルオフィスを実

現するクラウドサービス。 

音声機能を優先し、シンプルな操作性を実現。

聴覚障がい者は、メッセージ送信でやり取りが

可能。音声読み上げソフトに対応しており視覚

障がい者も操作が可能。 

1,000 円 /月•ユーザ 

2 分身ロボット OriHime ㈱オリィ研究所 

OriHimeは首と腕、カメラとマイクを搭載し、

遠隔操作者はカメラとマイクと動作する首で臨

場感のある通話を行える。眼や指先しか動かせ

ない重度肢体不自由患者の方が、文字入力や合

成音声でのスピーチ、またはメールの送受信な

どができる装置 OriHime eye+Switchを利用。 

様々なプランあり。 

要問合せ 

https://jp.tobiidynavox.com/aac-solutions
https://jp.tobiidynavox.com/aac-solutions
https://jp.tobiidynavox.com/aac-solutions
https://jp.tobiidynavox.com/aac-solutions
https://www.okiworkwel.co.jp/service/wwc/
https://www.okiworkwel.co.jp/service/wwc/
https://orihime.orylab.com/
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シェアオフィス 

共同利用型のサテライトオフィスであるシェアオフィスは、多様な働き方を支え、より高い生産性を生み出すツールとし

て、近年大きな進化を遂げている。 

以下にシェアオフィス（ここではレンタルオフィスは含まない）サービスの具体的な例についてまとめる。 

図表: シェアオフィスの例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 WORKSTYLING SHARE 三井不動産㈱ 

全国に拠点が広がる法人向け多拠点型シェアオ

フィス。Webで入退室のログ管理が可能。 

•コンシェルジュ入退室管理 

•電源、Wi-Fi完備 

•コーヒーやお菓子が無料 

入室料：290～円/10分 

その他専有スペースを持

てる定額プランなどあり 

2 ZXY ㈱ザイマックス 

都心部から住宅地までに展開中 

首都圏最大級の拠点ネットワークで子育てや介

護中などの社員向け 

•無人の入退室管理 

•無料のドリンクサーバー 

•Kids Space（専門キッズスタッフが常駐） 

完全従量課金 

150～円/15分 

Kids Space オプション 

月額 10万円 

＋500円/15分 

3 NewWork 東急㈱ 

法人向け会員制、東急線沿線以外にも全国に拡

大 

•直営店は無人で運営 他提携スポットあり 

•自動販売機あり 

•kintoneで利用実績確認 

条件:従業員数 100名以上、最低入会ライセン

ス数 20以上 

完全従量制プラン  

770円/1時間 

定額制プラン 

35,000円/月•ライセンス 

 

個室ブースオプション 

180～円/15分 

(いずれも 2026.4～) 

4 WeWork WWJ㈱ 

コミュニティ型 ワークスペース（様々な人々

がコラボレーションし、新しい価値やイノベー

ションを創造していく場） 

•常駐スタッフ 

•コーヒーやビールのおかわり自由 

登記や専用デスク、レンタルオフィスプランあ

り 

オールアクセスプラス 

月額  42,900円 

 

5 STATION WORK 
㈱JR東日本ビル

ディング 

駅構内外に設置された箱型の個室スペース 

•PC用モニター 

セキュリティ目的カメラあり 

事前会員登録制 

1 名用：15 分 330 円 

2名用：15 分 385 円 

4名用：15 分 495 円 

6 CocoDesk 

富士フイルムビジ

ネスイノベーショ

ン㈱ 

東京メトロ、エキナカ、ビルナカや街ナカなど

に設置された箱型の個室スペース 

•PC用モニター 

セキュリティ目的カメラあり 

事前会員登録制  

330円/15分 

7 テレキューブ 

テレキューブサー

ビス㈱ 

（三菱地所グルー

プ） 

防火性に十分配慮された仕様となっており、大

掛かりな設置工事は不要 

法人会員登録 

事務手数料 3,300円/月 

220円～330円/15分 

 

https://mf.workstyling.jp/plan/
https://zxy.work/
https://www.newwork109.com/
https://wework.co.jp/
https://www.stationwork.jp/
https://www.fujifilm.com/fb/product/software/cocodesk
https://jp.vcube.com/telecube
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テレワーク運用時のメンタルヘルスケア支援ツール  

本格化するテレワークによりストレスが増えて、メンタルに不調を来す社員が増加している。原因として、コミュニケー

ション不足や孤独感、外出しないことによる閉塞感、自宅の作業環境や家族構成によるストレス、などがあげられ、テレ

ワークの普及に合わせたメンタルヘルス対策の実施が必要になっている。 

これを支援するメンタルヘルスケアのツールには大きく二つの方向がある。以下に、仮想空間（仮想オフィス）による

コミュニケーション活性化支援と業務可視化によるメンタルヘルスケア支援の二つの方法について述べる。 

仮想空間（仮想オフィス）によるコミュニケーション活性化支援 

人と人とのコミュニケーションをもっと重視する支援方法。テレワークによって希薄になったコミュニケーションを、仮想

空間を充実させることで活性化し、メンタルヘルス等の問題をカバーしていくアプローチである。 

仮想空間としてメタバースや仮想オフィスなどの新しいサービスを用いて、上司や同僚とのコミュニケーションを現実

の世界と同等以上に活性化させることで支援する。 

メタバースでは、VR（仮想現実）ヘッドセットを使い、3次元仮想空間内のアバター（自分の分身）を通じてリアリティ

の高いコミュニケーションを行なうことが期待できる。マイクロソフト社 Teamsサービス内の「イマーシブ イベント」など

が実用を始めている。 

現状の仮想オフィスサービスでは、VRは用いず、通常の PC等による 2次元の仮想空間（オフィス）で、ゲーム感覚

でコミュニケーションを行なうことができる。仮想オフィスも 3次元化の動きがあり、メタバースの影響を受けたものも多

くなっている。クラウドサービスとして提供されるものが多い。 

次ページに仮想空間（オフィス）コミュニケーションサービスの例をまとめた。 

ほとんどの製品にお試しや無料プランがあるので、実際に試用してから契約することをお勧めする。

https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-teams/immersive
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図表: 仮想空間（オフィス）コミュニケーションサービス製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 ovice oVice㈱ 

距離と向きの概念があり、アバターを近づけるだ

けで声が聞こえ、現実空間で会話しているかのよ

うな感覚で利用できる。2次元のバーチャル空間オ

フィスとしての利用に加えイベントなど様々な用

途に利用可能。音質がよく、複数の画面を同時に

共有できるため多人数の会話にも向いている 

他の人に聞かれたくない会話は、鍵付きの会議室

に入って話すことも可能。階層構造化し、複数の

フロアを組み合わせ「ビル」としての利用も可能 

Entry-S（推奨利用

人数 10名） 

年払い月額 7,315円 

Freeプランあり 

2 Remo 
リモ・ジャパン合

同会社 

アバターを使って実際のオフィスを再現し、アバ

ターを移動させ、従業員同士での会話や情報共有

ができるオンライン交流ツール。大人数に向けた

セミナーやプレゼンも可能。 

名刺交換、メール、連絡先交換が可能。 

単発利用プラン 

月額 24,000円〜 

3 Remotty 
㈱ソニックガーデ

ン 

ワンクリックで会話出来る。 2分ごとにパソコン

のカメラで撮影された画像が共有され、在席•離席

中や会議参加中などの様子がわかる仮想オフィス

ツール。各メンバーの入退室ログを共有でき、勤

怠管理にも利用可。チャット機能によるメンバー

同士のコミュニケーションが仮想スペース上にタ

イムライン表示できる。 

月額 3,500円～ 

5ユーザ 

https://www.ovice.com/ja?countrycode=JP
https://jp.remo.co/
https://ja.remotty.net/
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業務可視化によるメンタルヘルスケア支援 

もう一つのメンタルヘルスケア支援は、業務におけるログデータの解析や、AIを活用することで、メンタルヘルスの兆

候を把握、予知し、マネジメントに反映する支援を行うアプローチである。 

「管理ツール」（P20～）などで見られるような、業務状況の把握や可視化の一環として、メンタルを含む個人のコン

ディション分析を行うツールが最近登場してきている。 

以下に、業務可視化によるメンタルヘルスケア支援ツールについてまとめた。 

図表: 業務可視化によるメンタルヘルスケア支援製品例 

No 製品名 メーカ 特徴 価格 

1 
Optimal Biz 

Telework 
㈱オプティム 

従業員の体調/メンタルを日常の業務を通じて把握 

始業時のチャットボットとの対話内 容、PC操作ログに

基づく勤務時間の傾向、アプリ使用状況などのデータを

多角的に分析。 

テレワーク環境下で AIが多角的に分析し、マネジメン

トを支援する 

月額 500円/ユーザ 

※別途初期費用が必要 

2 Remosia ㈱リモシア 

従業員一人ひとりの業務状況の自己管理と発信を支援す

るクラウド型業務可視化サービス。 

社員主体のプッシュ方式による自主管理・自律自走型の

組織づくりをサポート可能。  

ワンクリックでの出退勤・中抜け記録、リアルタイムの

作業状況共有、自動日報生成などの機能を備える。 

BUSINESS（50名以下）: 

月額 600円/アカウント 

（初期費用なし） 

 

なお、従業員数が 50人以上の事業所では年 1回のストレスチェックの実施が義務化（※）されており、ストレスチェ

ックやカウンセリングを支援する ITツールも多数存在する。必要に応じて参照してほしい。 

※従業員 50名未満の事業所については現在、努力義務だが、2025年 3月に閣議決定された改正案に基づき、 

2028年までに義務化見込み。 

  

https://www.optim.co.jp/optim-biz/products/biz-telework/
https://www.optim.co.jp/optim-biz/products/biz-telework/
https://www.remosia.biz/
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システム構成（事例） 

一般社団法人日本テレワーク協会 

下記に、弊協会が利用しているアプリ等の一例を示す。 

 

  

No 分類 ツール 製品・サービス名 備考 

1 システム方式 クラウド型アプリ 各種 IaaS/PaaS/SaaS オンプレサーバなし 

2 
コミュニケーシ

ョン 

グループウェア MS365 メール・予定表・チャット・ファイル共有などに利用 

Web会議 Teams/Zoom 用途に応じて使い分け 

会議に便利 Owl 会議室用 

3 

管理ツール 業務管理 kintone 会員管理や事務処理、電子決裁に利用 

FormBridge,じぶんレコード，ATTAZoo+のプラグイン利

用 

BillOne 請求書の受領・発行・保管に利用 

在席管理 ovice 仮想オフィス、ちょこっと相談用 

4 
ペーパレス化 電子化ツール DocuWorks 会議資料作成 

Working folder ペーパレス FAX、ファイルの安全な受け渡し 

5 
電話応対支援 

ツール 

クラウド PBX Arcstar SmartPBX 協会の代表電話をスマホ受信できるため、全員テレワ

ークが可能 

6 シェアオフィス ワークスタイリング 法人会員として利用 
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おわりに 

 

本書（第 10版）は、前版（2025年 7月発行 第 9.1版）以降に確認できた状況変化、価格、製品名、比較項目など

を最新情報に改訂した。詳細は、各ベンダーに問い合わせて頂きたい。（製品名のハイパーリンクからベンダーHPに辿

ることが可能） 

また、新型コロナの影響により、テレワークが急速に普及したが、これまでテレワークには向かないとされてきた業種、

フィールド業務も最新技術の活用、DXの推進により、実現できるようになってきた。そうしたツールも弊協会からの発信

に加えていく方向である。 

信頼できるツールを厳選して記載しているが、製品サービスの仕様等に誤りがあれば、弊協会まで一報いただきた

い。 

皆さまのテレワーク課題解決に、本書が役立つことを願っている。 

 

 2026年 ５月 

一般社団法人  日本テレワーク協会 働き方イノベーション部会 （旧：テレワーク最新技術動向研究部会）
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